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はじめに
新型インフルエンザは、平成２１年５月に国内最初の感染が確認され、一時小康を見たものの、日本各地で感染の拡大が確認された。このため、新型インフルエンザについては国家レベルの危機管理対策として、国、地方自治体をはじめ、事業者、個人まで、その対策に取組まなくてはならない。

国では、平成２１年２月に「新型インフルエンザ対策行動計画」が改定され、大阪府でも、今回の新型インフルエンザで得られた知見や経験等を基に、ウイルスの特性や感染の状況などによって臨機応変の対策を効果的に実施できるよう、同年11月に「大阪府新型インフルエンザ対策行動計画」（以下「府行動計画」という。）を改定した。

これを受け、大阪府として「１府民の生命と健康を守り、２府民生活と社会機能を維持すること」を最優先課題として、感染拡大防止策を実施するとともに、必要な府民サービスを維持するため平成２１年７月に策定した大阪府の一般行政部門における「新型インフルエンザに対する大阪府業務継続計画（第1版）」を改定するものである。
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１　基本事項

　府行動計画に基づく、流行規模の想定等は以下のとおり。

(1)　流行規模の想定
	
	全国

（国対策行動計画）
	大阪府

（府行動計画）
	
	大阪府職員

（左記から推計）

	人口
	約1億2,777万人
	約882万人
	
	約1万人

	罹患率

（約25％）
	約3,200万人
	約220万人
	⇒
	約2,500人

	受診患者数
	約1,300万人
～約2,500万人

(中間値約1,700万人)
	約92万人
～約176万人

(中間値約120万人)
	
	―

	従業員等の
欠勤率
	最大40％程度
	―
	
	約4,000人欠勤

	流行期間
	約8週間
	―
	
	―


(2)　警戒レベル

　　ア　海外発生期

海外において新型インフルエンザの人から人への感染が確認されている段階

　　イ　国内発生前期

　　　国内において新たに新型インフルエンザの人から人への感染が起き、拡大しているが、ほとんどの事例で感染経路や接触者などの疫学的リンクが判明している段階。

なお、国内で感染が確認された場合、時間を置かずに府内で発生する可能性が高いことから、発生が府外か府内かで警戒レベルは分けない

　　ウ　国内発生後期

国内において新型インフルエンザの感染が進んでおり、患者の接触歴が疫学調査で追えず、感染拡大防止策の効果が期待できなくなった段階

　　エ　小康・終息期

　　　患者の発生が減少し、低い水準にとどまっている状態

　(3)　業務継続計画に影響を与える要素

次の各要素を総合的に判断して、適切に対策を実施する。

なお、ウイルスの毒性等についての知見が明らかになるまでには一定の症例の積み重ねと時間が必要であることから、発生初期の段階では、感染拡大を防止し、必要な府民サービスを維持するため最も厳重な対策を実施し、ウイルスの毒性や感染の広がりなどを見極めたうえで、対策を緩和していくなど、柔軟に対応していくこととする。

❈　ウイルスの毒性

　　　ウイルスの毒性の強弱は病原性によって大きく左右されることから、症状が多臓器に及ぶ高病原性の場合を「強毒型」、症状が呼吸器など一部にとどまる低病原性の場合を「弱毒型」とし、大阪府新型インフルエンザ対策協議会の意見を聞いて決定する。

｢弱毒型｣であっても、重症化による入院患者数や死亡者数が増加する傾向が認められる場合は、対策のレベルを見直す。

なお、ウイルスの毒性は国において統一的な知見が示されるべきであり、上記の基準はそれまでの暫定的なものとする。　

❈　感染力の強弱
感染力の強弱は、一人の患者が何人に感染させるかを示す指標である基本再生産数が季節性インフルエンザをどれだけ上回るかによる。新型インフルエンザの再生産数が２を超える場合、感染力が強いと判断する。

　　　　[参考]　季節性インフルエンザの再生産数　１．１～１．４

❈　感染拡大の状況

確認された段階で、感染が一部集団・地域にとどまっているか、府内に拡散しているかを見極める。

　❈　感染者の属性

　　　特定の年齢や集団に感染者の偏りがないか。特定の年齢層に免疫があるかを判別する。

２　危機管理体制の整備

(1)　大阪府新型インフルエンザ対策本部の設置
新型インフルエンザ発生時の初動対応、感染拡大防止対策、まん延時の危機管理対策を的確に行うため、知事を本部長とする新型インフルエンザ対策本部を設置し、府における総合的な対策を推進する。
また、事務局に専任の班を設置し、庁内の司令塔として、関係部局と連携し、対策を機動的かつ効率的に推進する。

本業務継続計画についても、対策本部において実施するものとする。
(2) 　指揮命令系統の確保

迅速かつ的確に業務を継続するためには、指揮命令系統の確立が必要となる。

このため、意思決定に関わる者の発症等によって対策が滞ることがないよう、予め代替意思決定体制を確立する必要がある。

知事に事故ある時には、知事の職務を代理する規則に基づき副知事が職務を代理する。各部局長に事故ある時には、次長、総務主管課長の順に職務を代理する。
 (3)　庁内の勤務体制の確保
ア　現状把握

　　　(ｱ)　職員の状況把握

国内発生前期には、学校園、通所施設の臨時休業、公共交通機関等の利用自粛などにより、要援護者を有する職員が出勤できなくなる可能性がある。このため、所属長は、要援護者を有する職員をあらかじめ把握しておく。
　　　(ｲ)　直近の海外渡航歴等

海外発生期以降の海外渡航歴を有する職員及び今後海外渡航の予定がある職員は、必ず行先と渡航期間を所属長に報告する。

　　　また、所属長は感染拡大地域への渡航については、自粛を求める。
　　　(ｳ)　海外派遣職員への対応

　　　海外の勤務地において、感染の拡大が認められる場合には、地域の実情を踏まえた上で、必要に応じて感染防止機材の提供や職員の帰国などの措置を検討する。
イ　国内発生前期以降の対応

職員の欠勤率が最大40％と想定され、府として的確な対策を講じ、必要な府民サービスを維持するため、以下の対策の検討、実施を行う。

(ｱ)　職員の出勤状況の把握
総務部（人事室・総務サービス課）において、総務サービスシステムを通じて、各所属の出勤者数を把握する。
(ｲ)  職員及びその同居家族の健康状態の把握
職員間で感染が拡大することをできるだけ遅らせるため、欠勤した職員の感染の有無に加え、同居する家族の感染の有無の把握を行う。本人や家族が罹患した可能性がある場合には所属長に報告するよう徹底する。
(ｳ)　通勤手段や勤務体制の検討

国内発生前期には、公共交通機関等は、概ね維持されると想定されているものの、感染拡大防止の観点から利用自粛が要請される。また、職員の感染リスクを低減するためにもマイカー通勤、フレックスタイム制や在宅勤務等についても検討を行う。

(ｴ)　事務所の一時閉鎖

　　　職員の感染が特定の事務所に偏った場合、その地域の感染状況等を勘案し、事務所の一時的又は部分的な休業等についても検討する。

　　　

　　　(ｵ)　指定管理者、業務委託契約先への情報提供

府の施設を管理する指定管理者、府の業務委託先に対して、業務の執行体制が確保できるよう府の実施する対策等について所管部局から適宜情報提供を行う。

３　感染防止策

　(1)　海外発生期における対策

ア　職員自身が行う対策
職員は、国内発生に備え、以下のことを行う。

(ｱ)　新型インフルエンザの感染状況や予防に関する正しい情報の把握による冷静な判断と適切な行動

(ｲ)　家族を含めた健康状態の把握と手洗い、咳エチケットの励行

(ｳ)　発生国、地域への渡航を自粛することや海外渡航歴の報告

　　

イ　安全衛生管理者（所属長）が行う対策
(ｱ)　職員に対する注意喚起

職員に対する感染予防についての注意喚起を徹底するため、感染経路や具体的な感染防止策について周知する。

また、職員又は家族が発熱するなど、罹患した可能性がある場合は、出勤することなく自宅待機とし、受診等にあたっては新型インフルエンザ相談センターに相談することを周知する。

(ｲ)　罹患の可能性が高い海外派遣者等の退避

外務省から出される感染症危険情報や在外公館の情報を踏まえ、発生国に勤務する職員と連絡を取り、現地での感染状況等を確認した上で、感染防止機材の提供や日本への帰国の可能性等を検討する。帰国せず現地にとどまる場合には、感染防止策や治療の実施などを指示する。

(ｳ)　感染予防消耗物品等の確保

国内発生時に備えて石鹸、手指消毒用アルコール等の消耗物品を予め確保しておく。必要に応じてマスク、手袋なども確保する。
　　　(ｴ)　施設管理上の検討課題

　　　　・　国内発生時に備えて、机や着席位置を変更するなどして、対人距離を保持するため室内レイアウトの変更について検討を行う。

適切な対人距離（２ｍ以上）が確保できない場合には、マスクの着用等を検討する。

・　食堂はレイアウトの変更や時差利用を検討する。　

　　　　・　庁内の会議は可能な限り自粛し、必要なものについてもメールやＦＡＸを利用するなど、会議の開催形態を工夫する。

　　・　窓口業務をはじめとする対面業務については、外部から入室する訪問者が立ち入れる場所を限定したり、電話・ファックスを積極的に活用するなど、対人接触機会を少なくする等の対応を検討する。

また、対面業務を行うにあたっては、対人距離を確保することを基本とするが、確保できない場合にはマスクを着用するなど、感染を拡大させないための方策を検討する。

　ウ　統括安全衛生管理者（総務部長：担当―人事室企画厚生課）が行う対策
　　　(ｱ)　感染予防対策の指導

産業医の助言を得て、感染防止に関する最新の医学的知見に基づく感染予防策についての情報提供や指導を所属長、職員に徹底する。

　　　(ｲ)　職員の健康管理情報の把握

　　　　　海外渡航歴等の状況に応じた情報把握を行う
(ｳ)　感染予防機材の確保と配備計画（マスク、手袋、消毒剤）

　　国内発生に備え、主に窓口業務に従事するもので対人距離を確保できない場合の装着用として、流行期間とされる約8週間分を備蓄する。

　　なお、各部局への配布等については、ウイルスの毒性や感染の拡がりに応じて、対策本部の決定等に基づき行う。

　　　(ｴ)　感染予防具等の使用方法の指導

　　　　　感染予防具の正しい使用方法と場所、タイミング等を指導する。
　　　(ｵ)　職員の過重労働による健康障害防止対策
　　　　　対策業務関係職員等の長時間労働や睡眠不足に由来する疲労の蓄積によ

る健康障害を防止するための保健指導等を行う。

エ　庁舎管理者が行う対策

　　　(ｱ)　入館者への対応

　庁舎内での感染拡大・まん延防止を図るため、庁舎入口での健康観察、手指の消毒を図るための消毒液の設置、これらを効果的に行うための出入り口の集約等について検討する。

　(ｲ)　清掃・消毒
　　　　・　庁舎の清掃・消毒方法について委託事業者等と検討する。

　　　　・　国内発生時に備えて石鹸、手袋、マスク、手指消毒用アルコール等の消耗物品を予め確保しておく。

　　　(ｳ)　庁舎内事業者への情報提供
国内発生時に備えて銀行等庁舎内事業者に府の対策を情報提供すると共に協力を要請する。

(2)　国内発生前期における対策

ア　職員自身が行う対策

(ｱ)　感染防止策の実行

(ｲ)　家族を含めた健康状態の把握

　　　職員は出勤前に必ず検温を行い、体温チェックを行った上で、出勤することとし、本人又は同居家族の健康状態に発熱など罹患の恐れがある場合には、新型インフルエンザ相談センターに連絡し、その指示に従う。
具体的な手順については、府が示す発生への対応による。
本人又は家族が罹患した可能性がある場合で、保健所や病院の指示がある場合は出勤せず、その旨を所属長に報告する。

イ　安全衛生管理者（所属長）が行う対策

(ｱ)　健康状態の確認等

　　　　　発熱、咳、全身倦怠感等のインフルエンザ様症状があれば出勤しないことを徹底する。また、欠勤した職員や家族の健康状態の確認（発熱の有無や発症者との接触可能性の確認）や欠勤理由の把握を行い、本人や家族が罹患した疑いがある場合には連絡することを徹底する。

罹患した可能性のある職員には、新型インフルエンザ相談センターへの相談を指示し、状況を把握する。また、罹患者が出た場合には部局安全衛生管理者に報告する。
(ｲ)　マスク等個人防護具の着用、入室制限等感染防止策の徹底

　地域の感染状況に応じ、訪問者が立ち入れる場所の限定や対人距離の確保を実施する。対人距離を確保できない場合にはマスク等を着用することを実施する。

訪問者に対しても、これらの感染防止策への理解と入室前の検温、消毒やマスク着用等への協力を求める。

(ｳ)　執務室内における患者発生時の対応

執務室内で職員や訪問者が発症した疑いがある場合には、予め用意された会議室等に移動し、他者との接触を防ぐ。

　　　安全衛生管理者は、新型インフルエンザ相談センターに連絡し、症状や他職員との接触状況等を伝え指示を受ける。また、職場の人事担当者を通じて人事室企画厚生課に報告する。

(ｴ)　消毒

職員が発症し、その直前に職場で勤務していた場合には、当該職員の机の周辺や触れた場所などの消毒剤による拭き取り清掃を行う。その際作業者は必要に応じて不織布製マスクや手袋を着用して消毒を行う。

作業後は、流水と石鹸で手を洗うか、速乾性擦式消毒用アルコール製剤により手を消毒する。清掃・消毒時に使用した作業着は洗濯、ブラシ・雑巾は水で洗い触れないようにする。

【消毒薬】消毒用エタノール等

　ウ　統括安全衛生管理者が行う対策

　　　(ｱ)　職員の健康状態と職員感染者数の把握

　　　　　部局安全衛生管理者を通じて報告される職員の健康状態と感染者数の把握を行い、対象所属の特性に応じた対応を行う。

(ｲ)　各所属の感染防止策実行に対する助言

　　通常の感染防止策の実行に対する助言を行うとともに、感染状況に応じた所属の防止策に対する助言を行う。

　　　(ｳ)　職員の過重労働による健康障害防止対策
　　　　　対策業務関係職員等の健康障害を防止するための保健指導等を行う。
　(ｴ)　相談窓口の設置
　　　職員や所属からの相談に対応するため、産業医や保健スタッフ等による相談窓口を人事室企画厚生課健康管理グループに設置する。

　　　なお、状況に応じて職員診療所の診療体制と連携する。

(ｵ)　プレパンデミックワクチンの接種

　　　健康医療部と連携し、状況に応じて対象者（医療従事者、社会機能維持者等）に実施する。

エ　庁舎管理者が行う対策

　　　(ｱ)　来庁者への対応

　庁舎内での感染拡大・まん延防止を図るため、状況に応じて庁舎入口での健康観察、手指の消毒を図るための消毒液の設置、これらを効果的に行うための出入り口の集約等を実施する。

　(ｲ)　清掃・消毒

　　　　　庁舎の清掃時にあらかじめ検討した方法による消毒を併せて実施する。

　　　(ｳ)　庁舎内事業者への情報提供

銀行等庁舎内事業者に府の対策を情報提供すると共に協力を要請する。

　(ｴ)　共用会議室

感染拡大を防止するため、原則として会議室の貸し出しは行わず、庁舎内で職員や訪問者が発症した際に、他者との接触を防ぐための部屋とする。
(3)　国内発生後期における対策

ア　職員自身が行う対策

感染防止策の実行徹底と家族を含めた健康状態の把握及び報告の徹底

イ　安全衛生管理者（所属長）が行う対策

(ｱ)　職員の健康状態の確認及び連絡体制の徹底

(ｲ)　マスク等個人防護具の着用、入館制限等感染防止策の徹底

国内発生前期での対策に加え、状況に応じて入館制限を行う。
(ｳ)　消毒の徹底
　　国内発生前期での対策と状況に応じて、防護服を着用した消毒の実施を行う。

(ｴ)　統括安全衛生管理者が行う対策

　　国内発生前期の対策を強化
(ｵ)　庁舎管理者が行う対策

国内発生早期における対策に加え、状況に応じて入館制限や防護服を着用した消毒の実施を行う。
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（連絡体制について）

職員　⇒　安全衛生管理者（所属長）

　⇒　部局安全衛生管理者（部局長及び税務室長）

　⇒　統括安全衛生管理者（総務部長：担当―人事室企画厚生課）

４　業務継続方針

(1)　基本的な考え方
職員本人や家族の発症等により、職員の最大40％程度が欠勤することが想定されている状況下にあっても、府の最大の責務である、府民の生命と健康を守り、府民生活と社会機能を維持することを最優先課題として、次の考え方に基づき業務執行体制を確保する。
○　新型インフルエンザ対策業務を強化
○　府民生活に重大な影響を及ぼす業務の継続

○　対人接触の最小化による感染拡大防止を図るとともに、職員の欠勤状況を勘案し、

・　国内流行期間（概ね２ヶ月間）には、不要不急の業務は縮小
・　感染拡大を防止するため、不特定多数が集まる業務、施設は休止
(2)　要員配置計画

　府の業務全般について、国内発生前期、国内発生後期における優先すべき業務を、基本的な考え方に基づき分類する。

ア　業務分類の概要
	
	国内発生前期
	国内発生後期

	新型
インフルエンザ
対策業務
	目的：感染拡大防止
社会的混乱の回避

	目的：健康被害最小化

　　　社会・経済機能の維持

	通常

業務
	継続
	○通常業務の継続。

ただし、新型インフルエンザ対策への応援を最優先に対応
	○府民の生命・財産への影響が大きいもの

	
	縮小
	－
	○一定期間縮小しても、府民の生命財産への影響が小さいもの

	
	休止
	－

（府内発生の場合は、休止を行う可能性がある）
	○一定期間休止しても、府民の生命・財産への影響が小さいもの

○不特定多数の接触が発生するもの


　
イ　各段階における具体的業務
(ｱ) 国内発生前期
	
	主な業務

	新型
インフルエンザ対策業務
	○新型インフルエンザ対策本部
・対策本部の開催、「流行警戒宣言」の検討
・感染症法に基づく業務

・国、他自治体等との連携

・発生監視

・情報提供、府民への注意喚起　
・新型インフルエンザ相談センター
・パンデミック対策の準備

○各部局での対応
・対策本部との連絡体制の確立
・学校、福祉施設等所管施設、関係機関への情報提供
・学校の臨時休業、不要不急の集会等の自粛要請

・事業者に対する不要不急の業務の縮小要請

	通常業務
	○通常業務を継続

　ただし、新型インフルエンザ対策への応援を最優先に対応する。また、府内発生の場合は、感染防止の観点から、業務、施設の休止を行う。


(ｲ) 国内発生後期
	
	主な業務

	新型
インフルエンザ
対策業務
	○新型インフルエンザ対策本部

・対策本部の開催、感染防止策の見直し、医療体制の変更決定
・感染症法に基づく業務

・国、他自治体等との連携

・情報提供、府民への注意喚起

・新型インフルエンザ相談センター
○各部局での対策業務
・新型インフルエンザ感染性廃棄物の適正処理指導

・動物由来感染症関係業務

・福祉団体・事業者への情報提供、連絡調整

	通常

業務
	継続
	○ライフライン、インフラの維持

・水道、下水道　　　　・府管理道路

・治水施設（水門、排水機場、ダム）
・府営住宅の管理
○保健・福祉関係の出先機関、施設の運営
・こころの健康相談センター（医療業務）

・子ども家庭センター、女性相談センター、福祉施設
○各種府民相談

・広聴　　　　　　　　・消費生活センター
・労働相談　　　　　　・教育相談
○許認可関係（一部）

・薬剤師免許　　　　　・医薬品関係許認可

・特定動物の飼養許可　・旅行業者の指導

・パスポートセンター

○府民生活、経済活動

・生活保護支給　　　　・国民健康保険
・中央卸売市場　　　　・食肉衛生検査所

・中小企業等への制度融資、政策融資
○危機管理
・国民保護　　　　　　・地震、水防

・食中毒、食品事故への対応

○府庁の機能維持に必要な業務

・防災無線、防災システム　　・庁内ネットワーク・システム
・府費支払、大阪府証紙　・予算業務、府債発行

	
	縮小
	○府民の生命・財産への影響が小さいもの

・内部管理業務　　　　　・府税業務
・文化振興、都市魅力創造・商工振興業務

・雇用対策　　　　　　　・農林水産業振興

・建設事業　　　　　　　

	
	休止
	○不特定多数との接触が必要な業務

・窓口対応業務（電話、郵送へ転換）
・試験、研修、会議

○不特定多数が集まる施設

・図書館、博物館、文化施設

・府政情報センター、公文書館

○府民の生命・財産への影響が小さいもの

・会計事務検査　　　　　・定例的な検査業務


ウ　要員配置計画







(3)　要員配置計画の実施
　優先業務に配置する職員の確保を第一に、要員配置計画に定める業務を順次縮小、休止しながら、全庁横断的に職員を優先業務に投入する。

業務の縮小・廃止にあたっては、感染状況や欠勤状況を見ながら、府民サービスの提供義務とのバランスの中で、要員配置計画を基本に、縮小、休止する範囲、時期について、対策本部で決定する。

情報集約と要員配置の指示は対策本部（総務部人事室）において行う。

(4)　要員配置計画の見直し

　今後、より円滑な要員配置が行えるよう、以下を中心に要員配置計画の精査、見直しを行う。

・　新型インフルエンザ対策業務の内容や必要な要員数の精査。

　・　新型インフルエンザ対策業務や継続業務の要員を確保するため、通常業務の３分類（継続、縮小、休止）の精査。

　・　要員配置計画の実施のためのマニュアル作成

５　計画の実効性の向上
　　今後、実効性を高めるため、各部局において業務継続計画や規程を整備するとともに、研修や訓練等を通じ職員への周知徹底を行う。
	―新型インフルエンザ感染防止基礎知識―

(1)  新型インフルエンザの感染経路

　  新型インフルエンザの主な感染ルートは、飛沫感染と接触感染であると考えられており、

庁舎内等においては、基本的にこの2つの感染経路を想定した対策を講じる。

○　飛沫感染

飛沫感染とは感染した人が咳やくしゃみをすることで排泄する、ウイルスを含む飛沫（5ミクロン以上の水滴）が飛散し、これを健康な人が鼻や口から吸い込み、ウイルスを含んだ飛沫が粘膜に接触することによって感染する経路を指す。　

なお、咳やくしゃみ等の飛沫は、空気中で１～２メートル以内しか到達しない。

○　接触感染

接触感染とは、皮膚と粘膜・創の直接的な接触、あるいは中間物を介する間接的な接触による感染経路を指す。

例えば、患者の咳、くしゃみ、鼻水などが付着した手で、机、ドアノブ、スイッチなどを触れた後に、その部位を別の人が触れ、かつその手で自分の眼や口や鼻を触ることによって、ウイルスが媒介される。

【国　事業者・職場における新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝより】

　

(2)　具体的な感染防止策

ア　対人距離の保持

　感染者の２ｍ以内に近づかないことが基本となる

　 イ　手洗いの励行

　流水と石鹸による手洗いは、付着したウイルスを除去し、感染リスクを下げることから、15秒以上行うことが望ましい。洗った後は、水を十分に拭き取ることが重要。また、60～80％の濃度のアルコール製剤に触れることによってウイルスは死滅する。

　 ウ　咳エチケット

くしゃみの際には、ティッシュで口を覆い、顔をそらせる。マスクがない場合は、ティッシュなどで口と鼻を覆い、他の人から顔をそらせて、1ｍ以上離れる。

　 エ　職場の清掃・消毒

　通常の清掃に加えて、水と洗剤を用いて、特に机、ドアノブ、スイッチ、階段の手すり、テーブル、椅子、エレベータの押しボタン、トイレの流水レバー、便座等人がよく触れるところを拭き取り清掃する。頻度については、どの程度、患者が触れる可能性があるかによって検討する必要があるが、最低1日1回は行うことが望ましい。消毒や清掃を行った時間を記し、掲示する。

　　 オ　日常の自主的な健康管理

　　　　日ごろから、十分な睡眠と栄養のバランスを考えた食事をとること。

また、季節性インフルエンザの罹患者による医療機関の混乱を防止するため、ワクチンの定期的な予防接種も考慮する。




（参考）
　　本府の警戒レベル・名称と異なるが、国の対応方針、想定される発症者数の出現状況を理解するため国の発生段階と方針を掲載


注）国新型インフルエンザ対策行動計画より

○　平成２１年春の対応について

・　職員が発症した場合、保健所から濃厚接触者と判定された場合は自宅待機とする。（最大７日間）

○　出勤の取扱い

・　新型インフルエンザ等の感染により出勤することが困難である場合の出勤等の取扱いについては、平成21年5月22日付け人事室長通知「新型インフルエンザ等感染症により出勤することが著しく困難であると認められる場合の休暇の取扱いについて」による。

【人事室長通知】

	事務連絡

平成21年5月22日

　各部（局）室（課・所）長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人　事　室

新型インフルエンザ等感染症により出勤することが著しく困難で

あると認められる場合の休暇の取扱い等について

　　　標記について、別添のとおり人事委員会から新型インフルエンザ等感染症により出勤　することが著しく困難であると認められる場合の休暇の取扱いが通知されましたので、お知らせします。

≪別紙の内容≫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大人委第　1253号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年5月21日　　　　各任命権者　様

大阪府人事委員会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員長　　中村久美子　

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の運用についての

一部改正について（通知）

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の運用について（平成7年3月17日大人委第508号）の一部を別紙のとおり改正し、平成21年5月18日から実施することとしたので通知します。これにより、大人委第1251号及び大人委第1252号の取扱いについては、特別休暇に変更していただきますようお願いします。

〔別紙の概要〕

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の運用について

（平成7年3月17日大人委第508号）

改正　平成21年5月21日大人委第1253号

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則（平成七年大阪府人事委員会規則第二号。以下「規則」という。）の運用については、下記のように定め、平成７年４月１日から実施することとしたので通知します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

第十条関係（略）

一（略）

（一）　第二号の「天災その他の非常災害又は交通機関の事故等」には、検疫法（昭和26年法律第201号）第16条第2項に規定する停留の対象となった場合及び感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）第44条の３第2項の規定に基づき、新型インフルエンザ等感染症にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者として、当該者の居宅又はこれに相当する場所から外出しないことを求められた場合及び当該感染症の感染の防止に必要な協力を求められた場合であって出勤することが著しく困難であると認められる場合を含む。

（以下略）




　　　
国内発生前期





国内発生後期





　　新型インフルエンザ対策業務





約1,000人





約1,900人








約3,100人


(追加応援要員


300人を含む)
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